




















　わが国には地銀が 100 近くあるが、厳しい経営を続けている（2）。一部試算は、10 年後に











































チの原価計算や関係性に基づく管理会計を紹介し（谷守, 2019, pp. 75-85）、前田（2019）はポスト










































10 年後には約 6 割が赤字となる結果を示すこととなった（日本銀行, 2019, pp. 79-84）（4）。
図表 1　日本銀行（2019）が示す、当期純利益赤字先割合のイメージ




費」の計算式で算出する。2019 年 3 月期においても、同数値が 2 期以上連続赤字の地銀は
105 行中 45 行となっており、5 期以上の連続赤字地銀は 27 行にも上ることを報告している
（金融庁, 2019, pp. 78-79）。
　後藤（2019）は、地銀が「企業の生産性向上や経営改善等の支援を行っていくためには、
将来にわたって健全性を維持し、金融仲介機能を発揮していくための持続可能なビジネスモ
デルを構築する必要がある」（後藤, 2019, pp. 14-15）と言及する。筆者もこの点については、
まったく同感である。
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pp. 130-137）。第 2 に、金融機関でのリスク管理にて、資本リスク調整後利益率で算出され
た許容リスク量なる概念と、営業部門からの積み上げで算定された成り行きリスク量なる概
念が存在することを示し、両者のギャップを関係者が協力してリスク改善活動を行い、リス







守, 2009c, pp. 236-243）。そして谷守・田坂（2013）は、谷守（2009c）での貸出金利ガイ
ドラインの原価企画的アプローチを、法人リテール融資プログラムとして適用する手法を紹

































特典）の 3 要素から構成されると定義する。（2）そして SRE は単なる顧客満足を追求する
ものではなく、それを越えた究極の最終目標が、サービスで顧客を感動へ導くこと（ACbS；
affecting customers by service）であるとし、そのために SRE ではサービタリティの 3 要
素（Q, H, A）を効果的に組み合わせ、最大化すべく、サービス・コンテンツそのものの源
流管理をめざすとする。（3）またサービタリティ 3 要素の関係は、決して同列ではなく、次






















益構造にマイナスの影響を及ぼし、成長の足を引っ張ることにもなりかねない（伊藤, 2016, p. 14）と
指摘する。




























事例に目を転じてみる。バンカメ（Bank of America）と JP モルガン・チェース（JPMorgan 
Chase）は、新たな有人店舗の拡大を計画している。バンカメは 2021 年までに新たに 350
店舗を開設し、5,500 名の雇用を創出するとしている（Bank of America, 2019, p. 1）。バン
───────────
（7） この等式を実際に記載しているのは秋山（2017, p. 55）である。なお Heskett et al.（1990）は、「顧客
へのサービス価値（The value of a service to a customer）」＝「サービス品質（service quality）」／「価
格＋サービス利用コスト（price and other customer costs of acquiring the service）」（Heskett et al., 
1990, p. 2）と示し、伊藤（2016）は、「サービス価値＝サービタリティ（結果＋プロセス）／価格＋利






ズについて有人対応での相談をするために店舗を訪れている」（Bank of America, 2019, p. 2）
と言及している。また JP モルガン・チェースの CEO であるダイモン氏は、数年以内で新
たに 400 店舗を開設するとしている（JPMorgan Chase, 2019, p. 2）（8）。






















の足を引っ張ることにもなりかねないものである（伊藤, 2016, p. 14）。
　以上が、SRE を考察するにあたり必要となるサービタリティの 3 要素の内容である。な
お残念ながら、これらを精緻に数値化することは、現時点では難しい。地銀のミニ店舗化に
SRE を適用しうるか考察するにあたっては、まずこれら 3 要素の存在の有無に関し、次節
───────────
（8） なお別の米銀の動きとして、シティバンクは店舗よりもデジタルバンキングでの取引拡大に重きをおく






　前節では、サービス原価企画との比較によって SRE の考察を行い、SRE 考察の要となる
サービタリティ 3 要素の内容につき確認した。本節ではまず、文献等に基づき、いくつかの




二銀行は、長野県上田市に「はちにの窓口」という、2 台の ATM と常駐行員が 1、2 名配
置されたミニ店舗を、近隣支店からの移転含みでスーパーのイートインコーナーに間借りし











顧客に抽選でカタログギフトをプレゼントする内容を告知している（2019 年 6 月 3 日から

























午後 3 時から午後 5 時まで延長できるようになったが故に、来店顧客とゆっくりコミュニ
ケーションを取ることができるようになったとのことである（11）。営業終了後の集計作業を
大幅に削減させることで業務効率化をはかり、通常店舗の半分以下の少人数運営ながら、営












条件を満たした場合に、特別金利を円定期預金で付与するとしている（2019 年 4 月 1 日か
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年 6 月 2 日閲覧）を参考に記載。








































年 9 月 13 日現在、9 か所の QS を運営し、さらに 3 か所の QS 化を予定している。窓口で
行員が現金と伝票等を受領し、後方業務も絡めて処理を進める入出金取引は、行員が機械操
作・伝票等のチェックを行う手間を考慮すると、1 件あたり 1,000 円のコストがかかるもの




QS 化を推進していく。店舗の QS 化により、現金取扱や伝票処理に伴う後方業務を極力
ATM での自動化に置き換え、顧客の 1 取引あたりの同行での処理コストを減少させる。そ




















（14） 本件取材は 2019 年 10 月 1 日午前に、常陽銀行本店応接室にて同行営業企画部次長飯島宏征氏および










店から 2 km 弱（車で 5 分程度）の距離にある店舗である。店舗内の配置はおおよそ図表 2
で示す通りとなっている。
　今回、同 QS を取材対象とした理由は、距離および利便性のどちらを考慮しても東京に一
番近く（同 QS 近くの南守谷駅から関東鉄道常総線を利用し、1 つ隣の守谷駅からつくばエ
クスプレス線、あるいは反対方面 7 つ先の取手駅から常磐線を使うことが可能）、都市化も
進み、近隣にも競合金融機関の店舗が存在するため、コストを抑えつつも顧客との取引維持
を考慮すべき典型的な環境下にあると考えたからである。なお同 QS 取材中、ATM 利用は
相応にあったものの、残念ながら相談コーナー等での行員による相談は確認できなかった。
以下においては、同 QS の行員よりヒヤリングできた内容を中心に記す（15）。











る無人店舗となっている。なお ATM 以外での現金入出金はできないこともあり、同 QS に
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ビタリティの要素が盛り込まれているということである。すなわち、第 3 節第 2 項で考察
した、VE を活用したアプローチによれば、これら地銀では SRE を適用している実態があ
るのではないかということである。
　ここで、これらの地銀における VE 活用アプローチにつき、2 段階に分けて考察してみる
こととしたい。第 1 段階は、とりあえずコストをできる限り切り詰めることを優先したプロ

















行員配置はしないが、自行 ATM の設置は行う（いわゆる無人 ATM 店舗化）前提とする。
　佐伯（2018）によると、本節にて考察の対象とする従来型店舗の人員は 8 名程度（「はち
にの窓口」での常駐行員が 1、2 名であることと、現状では 6 名程度が別業務に従事（対面
営業へシフト）したことを鑑み算出）と推測される（佐伯, 2018, p. 7）。八十二銀行（2018a）
によると、男性事務職員の平均月給が 479 千円、女性事務職員が同じく 253 千円（八十二
銀行, 2018a, p. 38；いずれも 2018 年 3 月期、賞与を除く数値）であるが、ここで当該従来
型店舗での人員構成を男性 3 名、女性 5 名と仮定する。第 1 段階では、これら行員がすべ
て店舗に配置されなくなるのであるから、「479 千円×3 名＋253 千円×5 名＝2,702 千円」
が毎月発生しない計算となる。
　また従来型店舗での物件費は、佐伯（2018）によると、「はちにの窓口」に切り替えるだ
けで年間コストが 5 割削減されたとのことであるから（佐伯, 2018, p. 7）、自社所有の従来
型店舗における物件費（自社所有の場合は、固定資産税、減価償却費、修繕費と想定。賃貸
入居の場合は、月額賃料と想定。他の要素は考慮しないものとする）を月額 100 万円、無
人 ATM 店舗の場合は、月額賃料を 20 万円と推測し、毎月 80 万円減少すると仮定する。




（16） 自行 ATM すら設置しないで、コンビニエンスストアなどの ATM での代替も考えられるが、この場合
顧客からは店舗撤退という印象を強く持つことになるものと思われる。なお鹿野（2018）は、地銀の
厳しい経営環境を鑑み、預金の吸収基地としての店舗の重要性は後退しているとして、店舗および
ATM の見直しに言及する（鹿野, 2018, p. 25）ものの、広島銀行池田晃治頭取の「地銀の店舗は地域の
インフラ。採算が悪いからとむやみに廃止はできない」（日本経済新聞, 2018, p. 11）といった意見や、
みなと銀行服部博明頭取の「みなと銀行でもこの 10 年間で来店客が 2 割減ったが、地銀店舗は地域住
民のインフラだ。店舗削減はできない」（杉浦, 2018, p. 7）といった意見もある。このため本論文では、






　第 1 段階では確かにコストは減少する。また店舗での自行 ATM は引き続き設置され、正
常に作動することが見込まれることから、第 3 節第 3 項でみたクオリティに関しては、か
ろうじて同程度の値を維持しているものと思われる。しかしながら第 1 段階は無人店舗への
転換であることから、来店した顧客は行員とコミュニケーションを取ることができない。時








Q0 ≒  Q1
H0 ＞＞ H1
S0 ＞＞ S1
V0 ＞  V1
　このように第 1 段階は、コストをできる限り切り詰めることを優先したプロセスであった
ことから、顧客に提供する価値は残念ながら下げざるを得ないであろう。このため、顧客離
れを食い止め、顧客に提供する価値を第 0 段階レベルに近づけるためにも、今度は VE 活用
アプローチの第 2 段階へと移り、第 1 段階からサービタリティを向上させるべく必要なコ
ストを負担するものとする。
　第 2 段階は、第 0 段階からコストは大きく切り詰めているものの、サービス提供をでき
る限り主眼に置き、ミニ店舗化を進め、SRE を実践するプロセスである。佐伯（2018）に
よると、「はちにの窓口」での常駐行員が 1、2 名であるから（佐伯, 2018, p. 7）、ここでは












その結果、第 1 段階からの増加人件費は月額 732 千円（＝男性事務職員平均月給 479 千円
＋女性事務職員平均月給 253 千円）（八十二銀行, 2018a, p. 38；いずれも 2018 年 3 月期、
賞与を除く数値）と見込まれる。また同じく佐伯（2018）によると、「はちにの窓口」に切
り替えるだけで年間のコストが 5 割削減され、その大半が物件費であったとのことであるか
ら（佐伯, 2018, p. 7）、上記経緯をもとに「はちにの窓口」の物件費を便宜的に月額 50 万円
と仮定した。
　こうした結果、第 2 段階では第 1 段階に比べ、人件費および物件費で毎月 123 万円程度
増加させることとなり、コストを少し増やすこととなる（ただし、第 0 段階と比較すれば、
毎月 227 万円程度は減少している前提となっている）。一方、第 2 段階でのクオリティに関
しては、同じように自行 ATM が設置されていることを鑑みれば、そう大きくは変わらず、
第 0 段階、第 1 段階と基本的には同程度であろう。なお八十二銀行（2018b）によれば、「は
ちにの窓口」では自動設備としてATM2台、通帳繰越機1台が設置され、取扱業務として「普
通預金口座開設受付、住所・氏名・印章の変更受付、クイックカード・インバンご利用カー








C2 ＞  C1    （C0 ＞  C2 ＞  C1）
Q2 ≒  Q1    （Q0 ≒  Q2 ≒  Q1）
H2 ＞＞ H1    （H0 ≧  H2 ＞＞ H1）
S2 ＞＞ S1    （S0 ≧  S2 ＞＞ S1）




















































ており、第 3 節第 2 項での③式を意識した取り組みを行うことにより、地銀において SRE
を行っている実態があるものと推察した。
　次に、これらの地銀における SRE の適用余地を確認するため、先行研究によって有効と
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